様式１
佐賀県地球温暖化防止活動推進センター指定申請書

令和　　年　　月　　日　

佐賀県知事　山口　祥義　　様

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体の名称 (ふりがな)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名 (ふりがな)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）第３８条第１項及び地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則（平成１１年総理府令第３１号）第６条第１項及び第２項の規定に基づき、佐賀県地球温暖化防止活動推進センターの指定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　団体名及び住所並びに代表者氏名

２　主たる事務所の所在地

３　申請に係る担当者及び連絡先
(1) 担当者の役職・氏名
(2) TEL、FAX、電子メールアドレス

４　添付書類
(1) 定款
(2) 登記事項証明書
(3) 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面
(4) 貸借対照表（直近２年分）
(5) 収支計算書又は正味財産増減計算書（直近２年分）
(6) 財産目録

様式２
事　業　企　画　書（総括表）
	団体の名称
	



１　県からの委託予定事業（一部）
	番号
	内　　容

	1 
	事業名
	エコチャレンジ運動推進事業

	
	事業概要
	

	
	事業費
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円

	2 
	事業名
	運輸部門のCO₂削減策

	
	事業概要
	

	
	事業費
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円

	3 
	事業名
	脱炭素PR事業

	
	事業概要
	

	
	事業費
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円

	事業費合計
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	
	



２　自主事業
	番号
	内　　容

	①
	事業名
	

	
	事業概要
	

	
	事業費
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円

	②
	事業名
	

	
	事業概要
	

	
	事業費
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円

	③
	事業名
	

	
	事業概要
	

	
	事業費
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円

	④
	事業名
	

	
	事業概要
	

	
	事業費
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円

	事業費合計
	令和8年度
	令和9年度
	令和10年度

	
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円
	　　　　　　千円




事　業　企　画　書（個別）
	団体の名称
	



	番　　号
	
	年　　度
	令和　　年度
	

	事　業　名
	

	事業概要
	

	実施内容
	

	実施における
人員等
	役職
	人数
	1人当たり年間
従事日数(日)
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	期待される
効果
	

	必要経費及び
その内容
	


　備考　・事業計画書は１事業、１年度ごとに１部作成してください。
・内容が同じ場合は、複数年度をまとめて記載してもかまいません。
・必要に応じて書類を添付してください。

様式３
活　動　歴　報　告　書

	団体の名称
	



	年　　月　　日
	活　　動　　内　　容

	
	




様式４
運　営　計　画　書

	団体の名称
	



	県センターの設置予定場所
	住　　所　
建物名称　
占有面積　

	上記設置予定場所での相談スペースの確保
	　・有り　　　　　　　　・なし
＊有りの場合：スペースの広さ（　　　　　　　）

	情報、通信機器の設置状況（県センター専用として使用できるもの）
	　電　話　　 　・有り　　　　　・なし
　ＦＡＸ　　 　・有り　　　　　・なし
　パソコン 　　・有り　　　　　・なし
　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境　・有り　　　　　・なし

	人員配置計画
	役職
	人数
	1人当たり年間
給与額（千円）
	備考
(資格・職種等があれば記載)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	県センター運営に係る資金計画
（受託事業を除く）
	・自己資金で対応
・金融機関から借入
・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	受託事業実施に係る資金計画
※委託金の支払には相当期間を要する場合があります
	・自己資金で対応
・金融機関から借入
・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	他団体や行政等とのネットワークについて
	 (
活動歴報告書の内容をふまえて記載してください。
)




様式５
確　　認　　書
令和　　年　　月　　日　

佐賀県知事　山口　祥義　　様

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　
団体の名称 (ふりがな)　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　
代表者氏名 (ふりがな)　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　
生年月日　（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日

指定申請にあたり、下記のことについて確認し、報告します。
記
１　宗教活動や政治活動を行うことを目的とする団体でないこと。
２　特定の公職にある者（候補者を含む。）、又は政党を推薦、支持、反対する活動を行う団体でないこと。
３　自己又は自団体の役員等が次のいずれにも該当する者でないこと。
　(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　(2) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　(3) 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
　(4) 自己、自団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
　(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　(6) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　(7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
４　前号の(2)から(7)に揚げる者が、その経営に実質的に関与している団体でないこと。
５　県センター指定後、地球温暖化対策の推進に関する法律第３８条第６項の規程に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日から起算して２年を経過していない者を法律第３８条第２項第２号、第３号又は第５号（同項第２号又は第３号に付帯する事業に係る部分に限る。）の規程による事業に従事させないこと。
